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第二級総合無線通信士「法規」試験問題 

２５問 ２時間３０分 

 

 

Ａ－１ 次の記述は、予備免許について、電波法（第８条）の規定に沿って述べたものである。    内に入れるべき字句の正しい組合

せを下の１から４までのうちから一つ選べ。 

 

① 総務大臣は、第７条（申請の審査）の規定により審査した結果、その申請が同条の規定に適合していると認めるときは、申請者

に対し、次に掲げる事項を指定して、無線局の予備免許を与える。 

(1) 工事落成の期限 

(2)  Ａ  

(3) 呼出符号（標識符号を含む。）、呼出名称その他の総務省令で定める識別信号 

(4) 空中線電力 

(5)  Ｂ  

② 総務大臣は、予備免許を受けた者から申請があった場合において、相当と認めるときは、 Ｃ  を延長することができる。 

 

Ａ Ｂ Ｃ 

１ 電波の型式及び周波数 運用義務時間 ①の(5)の時間 

２ 電波の型式及び周波数 運用許容時間 ①の(1)の期限 

３ 電波の周波数の偏差及び幅 運用義務時間 ①の(1)の期限 

４ 電波の周波数の偏差及び幅 運用許容時間 ①の(5)の時間 

 

 

 

Ａ－２ 次の記述は、無線設備の変更の工事について述べたものである。電波法（第１７条）の規定に照らし正しいものを１から４までの

うちから一つ選べ。 

 

１ 免許人は、総務省令で定める軽微な事項について無線設備の変更の工事をするときは、あらかじめ総務大臣に届け出なければな

らない。 

２ 免許人は、総務省令で定める軽微な事項について無線設備の変更の工事をしたときは、速やかにその旨を総務大臣に届け出て検

査を受けなければならない。 

３ 免許人は、総務省令で定める軽微な事項について無線設備の変更の工事をするときは、あらかじめ総務大臣の許可を受けなけれ

ばならない。 

４ 免許人は、総務省令で定める軽微な事項について無線設備の変更の工事をしたときは、遅滞なくその旨を総務大臣に届け出なけ

ればならない。 

 

 

 

Ａ－３ 次の記述は、特定無線局の免許の特例について、電波法（第２７条の２）の規定に沿って述べたものである。    内に入れる

べき字句の正しい組合せを下の１から４までのうちから一つ選べ。 

 

通信の相手方である無線局からの電波を受けることによって自動的に選択される周波数の電波のみを発射する無線局のうち総務省

令で定めるものであって、 Ａ  のみを使用するもの（以下「特定無線局」という。）を  Ｂ  は、その特定無線局が、目的、通

信の相手方、電波の型式及び周波数並びに無線設備の規格（総務省令で定めるものに限る。）を同じくするものである限りにおいて、

第２７条の３（特定無線局の免許の申請）から第２７条の１１（特定無線局及び包括免許人に関する適用除外等）までに規定すると

ころにより、これらの特定無線局を包括して対象とする免許を申請することができる。 

 

Ａ Ｂ 

１ 適合表示無線設備 ２以上開設しようとする者 

２ 適合表示無線設備 開設しようとする者 

３ 総務大臣の行う型式検定に合格した無線設備の機器 ２以上開設しようとする者 

４ 総務大臣の行う型式検定に合格した無線設備の機器 開設しようとする者 

 

 

 

 

 

 

 

（ＢＹ７０９－１） 



Ａ－４ 次の記述は、無線局に関する情報の公表等について、電波法（第２５条）の規定に沿って述べたものである。    内に入れる
べき字句の正しい組合せを下の１から４までのうちから一つ選べ。 

 
① 総務大臣は、無線局の免許又は登録をしたときは、総務省令で定める無線局を除き、その無線局の免許状又は登録状に記載され

た事項のうち、総務省令で定めるものを  Ａ  により公表する。 
② ①の規定により公表する事項のほか、総務大臣は、自己の無線局の開設又は周波数の変更をする場合その他総務省令で定める場

合に必要とされる混信又はふくそうに関する調査を行おうとする者の求めに応じ、当該調査を行うために必要な限度において、当

該者に対し、無線局の  Ｂ  その他の無線局に関する事項に係る情報であって総務省令で定めるものを提供することができる。 
③ ②の規定に基づき情報の提供を受けた者は、当該情報を②の調査の用に供する目的以外の目的のために利用し、又は提供しては

ならない。 
 

Ａ Ｂ 
１ 官報への掲載 電波の型式、周波数及び空中線電力 
２ 官報への掲載 無線設備の工事設計 
３ インターネットの利用その他の方法 電波の型式、周波数及び空中線電力 
４ インターネットの利用その他の方法 無線設備の工事設計 

 

 

 

Ａ－５ 次の記述は、無線設備の機器の検定について、電波法（第３７条）の規定に沿って述べたものである。    内に入れるべき字句

の正しい組合せを下の１から４までのうちから一つ選べ。 

 

次に掲げる無線設備の機器は、その型式について、総務大臣の行う検定に合格したものでなければ、施設してはならない。ただし、

総務大臣が行う検定に相当する型式検定に合格している機器その他の機器であって総務省令で定めるものを施設する場合は、この限

りでない。 

(1) 第３１条（周波数測定装置の備付け）の規定により備え付けなければならない周波数測定装置 

(2) 船舶安全法第２条（同法第２９条ノ７の規定に基づく政令において準用する場合を含む｡）の規定に基づく命令により船舶に備

えなければならない  Ａ  

(3) 船舶に施設する  Ｂ  の無線設備の機器であって総務省令で定めるもの 

(4) 第３３条（義務船舶局の無線設備の機器）の規定により備えなければならない無線設備の機器（(3)に掲げるものを除く｡） 

(5) 第３４条（義務船舶局等の無線設備の条件）本文に規定する船舶地球局の無線設備の機器 

(6)  Ｃ  に施設する無線設備の機器であって総務省令で定めるもの 

 

Ａ Ｂ Ｃ 

１ 船舶自動識別装置 航行用 航空機 

２ 船舶自動識別装置 救命用 自動車その他陸上を移動するもの 

３ レーダー 航行用 自動車その他陸上を移動するもの 

４ レーダー 救命用 航空機 

 

 

 

Ａ－６ 次の記述は、義務船舶局等の無線設備の条件について、無線設備規則（第３８条の４）の規定に沿って述べたものである。 

    内に入れるべき字句の正しい組合せを下の１から４までのうちから一つ選べ。 

 

① 義務船舶局に備えなければならない無線電話であって、 Ａ  を使用するものは、航海船橋において通信できるものでなけれ

ばならない。 

② 義務船舶局等（義務船舶局及び義務船舶局のある船舶に開設する総務省令で定める船舶地球局をいう。）の備えなければならな

い無線設備（遭難自動通報設備を除く。）は、通常操船する場所において、 Ｂ  を送り、又は受けることができるものでなけれ

ばならない。 

③ 義務船舶局に備えなければならない  Ｃ  は、通常操船する場所から遠隔制御できるものでなければならない。ただし、通常

操船する場所の近くに設置する場合は、この限りでない。 

④ ①から③までの規定は、船体の構造その他の事情により総務大臣が当該規定によることが困難又は不合理であると認めて別に告

示する無線設備については、適用しない｡ 

 

Ａ Ｂ Ｃ 

１ Ｊ３Ｅ電波２，１８２ｋＨｚ 遭難通信 ナブテックス受信機 

２  Ｊ３Ｅ電波２，１８２ｋＨｚ 船舶の航行に関する通信 衛星非常用位置指示無線標識 

３ Ｆ３Ｅ電波１５６.８ＭＨｚ 遭難通信 衛星非常用位置指示無線標識 

４  Ｆ３Ｅ電波１５６.８ＭＨｚ 船舶の航行に関する通信 ナブテックス受信機 

 

 

（ＢＹ７０９－２） 



Ａ－７ 次の記述は、主任無線従事者の講習について、電波法施行規則（第３４条の７）の規定に沿って述べたものである。    内に

入れるべき字句の正しい組合せを下の１から４までのうちから一つ選べ。 

 

① 免許人又は登録人（以下「免許人等」という。）は、主任無線従事者を選任したときは、当該主任無線従事者に選任の日から 

 Ａ  以内に  Ｂ  に関し総務大臣の行う講習を受けさせなければならない。 

② 免許人等は、①の講習を受けた主任無線従事者にその講習を受けた日から  Ｃ  以内に講習を受けさせなければならない。当

該講習を受けた日以降についても同様とする。 

③ ①及び②の規定にかかわらず、船舶が航行中であるとき、その他総務大臣が①及び②の規定によることが困難又は著しく不合理

であると認めるときは、総務大臣が別に告示するところによる。 

 

Ａ Ｂ Ｃ 

１ ３箇月 無線局の管理及び運用 ３年 

２ ３箇月 無線設備の操作の監督 ５年 

３ ６箇月 無線局の管理及び運用 ５年 

４ ６箇月 無線設備の操作の監督 ３年 

 

 

А－８ 次の記述は、無線局の運用に関する電波法（第５３条、第５４条及び第１１０条）の規定に沿って述べたものである。    内

に入れるべき字句の正しい組合せを下の１から４までのうちから一つ選べ。 

 

① 無線局を運用する場合においては、 Ａ  、識別信号、電波の型式及び周波数は、免許状又は登録状（以下「免許状等」という。）

に記載されたところによらなければならない。ただし、遭難通信については、この限りでない。 

② 無線局を運用する場合においては、空中線電力は次に定めるところによらなければならない。ただし、遭難通信については、こ

の限りでない。 

(1) 免許状等に記載された  Ｂ  であること。 

(2) 通信を行うため  Ｃ  であること。 

③ ①及び  Ｄ  の規定に違反して無線局を運用した者は、１年以下の懲役又は１００万円以下の罰金に処する。 

 

Ａ Ｂ Ｃ Ｄ 

１ 無線設備の設置場所 ものの範囲内 必要最小のもの ②の(1) 

２ 無線設備の設置場所 もの 十分なもの ② 

３ 無線設備 ものの範囲内 十分なもの ②の(1) 

４ 無線設備 もの 必要最小のもの ② 

 

 

Ａ－９ 次の記述は、船舶局及び海岸局等の運用について述べたものである。電波法（第６２条及び第６３条）の規定に照らし、誤ってい

るものを１から４までのうちから一つ選べ。 

 

１ 海岸局は、船舶局から自局の運用に妨害を受けたときは、妨害している船舶局に対して、その妨害を除去するために必要な措置

をとることを求めることができる。 

２ 船舶局の運用は、その船舶の航行中に限る。ただし、予備設備のみを運用するとき、第５２条（目的外使用の禁止等）第１号か

ら第４号までに掲げる通信を行うとき、その他総務省令で定める場合は、この限りでない。 

３ 船舶局は、海岸局と通信を行う場合において、通信の順序若しくは時刻又は使用電波の型式若しくは周波数について、海岸局か

ら指示を受けたときは、その指示に従わなければならない。 

４ 海岸局及び海岸地球局は、常時運用しなければならない。ただし、総務省令で定める海岸局及び海岸地球局については、この限

りでない。 

 

 

Ａ－10 次の記述は、遭難自動通報設備の機能試験について、無線局運用規則（第８条の２）及び電波法施行規則（第３８条の４）の規定

に沿って述べたものである。    内に入れるべき字句の正しい組合せを下の１から４までのうちから一つ選べ。 

 

① 遭難自動通報局においては、 Ａ  ごとに、別に告示する方法により、その無線設備の機能を確かめておかなければならない。 

② ①の規定は、遭難自動通報局以外の無線局の遭難自動通報設備について準用する。 

③ 遭難自動通報設備を備える無線局の免許人は、①の規定により当該設備の機能試験をしたときは、実施の日及び試験の結果に関

する記録を作成し、 Ｂ  、これを保存しなければならない。 

 

Ａ Ｂ 

１ １年以内の期間 当該試験をした日から２年間 

２ １年以内の期間 当該無線局の免許の有効期間満了の日まで 

３ ６箇月 当該試験をした日から２年間 

４ ６箇月 当該無線局の免許の有効期間満了の日まで 

（ＢＹ７０９－３） 



Ａ－11 次の記述は、呼出しの中止について、無線局運用規則（第２２条）の規定に沿って述べたものである。    内に入れるべき字

句の正しい組合せを下の１から４までのうちから一つ選べ。 

 

① 無線局は、自局の呼出しが他の既に行われている通信に混信を与える旨の通知を受けたときは、直ちに  Ａ  しなければなら

ない。 Ｂ  のための電波の発射についても同様とする。 

② ①の通知をする無線局は、その通知をするに際し、 Ｃ  を示すものとする。 

 

Ａ Ｂ Ｃ 

１ その呼出しを中止 呼出しに対する応答 受けている混信の強さ 

２ その呼出しを中止 無線設備の機器の試験又は調整 分で表す概略の待つべき時間 

３ 空中線電力を低下して呼出しを 呼出しに対する応答 分で表す概略の待つべき時間 

４ 空中線電力を低下して呼出しを 無線設備の機器の試験又は調整 受けている混信の強さ 

 

 

 

Ａ－12 次の記述は、無線電話通信における送信の終了、受信証及び通信の終了について、無線局運用規則（第1８条及び第３６条から第

３８条まで）の規定に沿って述べたものである。    内に入れるべき字句の正しい組合せを下の１から４までのうちから一つ選

べ。なお、    内の同じ記号は、同じ字句とする。 

 

① 通報の送信を終了し、他に送信すべき通報がないことを通知しようとするときは、送信した通報に続いて次に掲げる事項を順次

送信するものとする。 

(1)  Ａ  

(2) どうぞ 

② 無線電話通信において通報を確実に受信したときは、次に掲げる事項を順次送信するものとする。 

(1) 相手局の呼出符号（又は呼出名称） １回 

(2) こちらは １回 

(3) 自局の呼出符号（又は呼出名称） １回 

(4) 「了解」又は「ＯＫ」 １回 

(5) 最後に受信した通報の番号 １回 

③ 国内通信を行う場合においては、②の(5)に掲げる事項の送信に代えて受信した通報の通数を示す数字1回を送信することができ

る。 

④  Ｂ  においては、②の(1)から(3)までに掲げる事項の送信を省略することができる。 

⑤  通信が終了したときは、「  Ｃ  」を送信するものとする。ただし、 Ｂ  においては、これを省略することができる。 

 

Ａ Ｂ Ｃ 

１ 受信しましたか。 海上移動業務以外の業務 終わり 

２ 受信しましたか。 海上移動業務 さようなら 

３ こちらは、そちらに送信するものがありません。 海上移動業務以外の業務 さようなら 

４ こちらは、そちらに送信するものがありません。 海上移動業務 終わり 

 

 

 

Ａ－13 次の記述は、「非常通信」の定義について、電波法（第５２条）の規定に沿って述べたものである。    内に入れるべき字句の

正しい組合せを下の１から４までのうちから一つ選べ。 

 

「非常通信」とは、地震、台風、洪水、津波、雪害、火災、暴動その他非常の事態が  Ａ  において、 Ｂ  を利用すること

ができないか又はこれを利用することが著しく困難であるときに人命の救助、災害の救援、 Ｃ  又は秩序の維持のために行われ

る無線通信をいう。 

 

Ａ Ｂ Ｃ 

１ 発生し、又は発生するおそれがある場合 電気通信業務の通信 電力の供給 

２ 発生し、又は発生するおそれがある場合 有線通信 交通通信の確保 

３ 発生した場合 電気通信業務の通信 交通通信の確保 

４ 発生した場合 有線通信 電力の供給 

 

 

 

 

 

 

 

（ＢＹ７０９－４） 



Ａ－14 次の記述は、海上移動業務における遭難通信、緊急通信又は安全通信において使用する電波について、無線局運用規則（第７０条

の２）の規定に沿って述べたものである。    内に入れるべき字句の正しい組合せを下の１から４までのうちから一つ選べ。 
なお、    内の同じ記号は、同じ字句とする。 

 
① 海上移動業務における遭難通信、緊急通信又は安全通信は、次に掲げる場合にあっては、それぞれに掲げる電波を使用して行う

ものとする。ただし、 Ａ  を行う場合であって、これらの周波数を使用することができないか又は使用することが不適当であ

るときは、この限りでない。 

(1) デジタル選択呼出装置を使用する場合 

Ｆ１Ｂ電波２,１８７.５ｋＨｚ、４,２０７.５ｋＨｚ、６,３１２ｋＨｚ、８,４１４.５ｋＨｚ、１２,５７７ｋＨｚ若しくは 
１６,８０４.５ｋＨｚ又はＦ２Ｂ電波１５６.５２５ＭＨｚ 

(2) デジタル選択呼出通信に引き続いて狭帯域直接印刷電信装置を使用する場合 
Ｆ１Ｂ電波２,１７４.５ｋＨｚ、４,１７７.５ｋＨｚ、６,２６８ｋＨｚ、８,３７６.５ｋＨｚ、１２,５２０ｋＨｚ又は 

１６,６９５ｋＨｚ 

(3) デジタル選択呼出通信に引き続いて無線電話を使用する場合 

Ｊ３Ｅ電波２,１８２ｋＨｚ、４,１２５ｋＨｚ、６,２１５ｋＨｚ、８,２９１ｋＨｚ、１２,２９０ｋＨｚ若しくは 

１６,４２０ｋＨｚ又はＦ３Ｅ電波１５６.８ＭＨｚ 

(4) 船舶航空機間双方向無線電話を使用する場合（遭難通信及び緊急通信を行う場合に限る。） 

Ａ３Ｅ電波 １２１.５ＭＨｚ 

(5) 無線電話を使用する場合（(3)及び(4)に掲げる場合を除く。） 

Ａ３Ｅ電波２７,５２４ｋＨｚ若しくは  Ｂ  又は通常使用する呼出電波 

② 海上移動業務において、無線電話を使用して医事通報に係る緊急呼出しを行った場合における当該医事通報の送信又は既に送信

した緊急通報の再送信は、①の規定にかかわらず、 Ｃ  により行うものとする。 

③ 海上移動業務において、モールス無線電信又は無線電話を使用して安全通報を送信する場合（デジタル選択呼出通信に引き続い

て送信する場合を除く。）は、①の規定にかかわらず  Ｃ  により行うものとする。ただし、Ａ３Ｅ電波 

２７,５２４ｋＨｚにより安全呼出しを行った場合においては、当該電波によることができる。 

 

Ａ Ｂ Ｃ 

１ 遭難通信 Ｊ３Ｅ電波２,１８２ｋＨｚ 別に告示する周波数の電波 

２ 遭難通信 Ｆ３Ｅ電波１５６.８ＭＨｚ 通常通信電波 
３ 遭難通信又は緊急通信 Ｊ３Ｅ電波２,１８２ｋＨｚ 通常通信電波 

４ 遭難通信又は緊急通信 Ｆ３Ｅ電波１５６.８ＭＨｚ 別に告示する周波数の電波 

 

 

 

Ａ－15 次の記述は、他の無線局の遭難警報の中継の送信等について、無線局運用規則（第７８条）の規定に沿って述べたものである。 

    内に入れるべき字句の正しい組合せを下の１から４までのうちから一つ選べ。 

 

船舶又は航空機が遭難していることを知った船舶局、船舶地球局、海岸局又は海岸地球局は、次に掲げる場合には、遭難警報の中

継又は遭難通報を送信しなければならない。 

(1) 遭難している船舶の船舶局、遭難している船舶の船舶地球局、遭難している航空機の航空機局又は遭難している航空機の航空

機地球局が  Ａ  遭難警報又は遭難通報を送信することができないとき｡ 

(2) 船舶、海岸局又は海岸地球局の  Ｂ  が、救助につき更に遭難警報の中継又は遭難通報を送信する必要があると認めたとき。 

 

Ａ Ｂ 

１ 自ら 責任者 

２ 自ら 責任者又は無線従事者 

３ 遭難通信用の電波で 責任者 

４ 遭難通信用の電波で 責任者又は無線従事者 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（ＢＹ７０９－５） 



Ａ－16 次の記述は、局の検査について、国際電気通信連合憲章に規定する無線通信規則（第４９条）の規定に沿って述べたものである。 

    内に入れるべき字句の正しい組合せを下の１から４までのうちから一つ選べ。なお、    内の同じ記号は、同じ字句とす

る。 

 

① 船舶局又は船舶地球局が寄航する国の政府又は  Ａ  は、検査のため、 Ｂ  の提示を要求することができる。局の通信士

又は責任者は、この検査が容易となるようにしなければならない。 Ｂ  は、要求に際して提示することができるように保管し

ていなければならない。 Ｂ  又はこれを発給した当局が認証したその謄本は、できる限り、常に局内に掲示しておくものとす

る。 

② なお、検査職員は、通信士の証明書の提示を請求する権限を有する。ただし、職務上の  Ｃ  を要求することはできない。 

 

Ａ Ｂ Ｃ 

１ 権限のある主管庁 無線局検査証明書 情報の開示 

２ 権限のある主管庁 許可書 知識の証明 

３ 電波監視機関 無線局検査証明書 知識の証明 

４ 電波監視機関 許可書 情報の開示 

 

 

 

Ａ－17 次の記述は、航空機の無線装備について、国際民間航空条約（第３０条）の規定に沿って述べたものである。    内に入れる

べき字句の正しい組合せを下の１から４までのうちから一つ選べ。 

 

① 各締約国の航空機は、登録を受けた国の当局から無線送信機を装備し、かつ、運用するための  Ａ  を受けたときにのみ、他

の締約国の領域内で又はその領域の上空でその送信機を携行することができる。領域の上空を飛行される締約国の領域における無

線送信機の使用は、 Ｂ  に従わなければならない。 

② 無線送信機は、航空機が登録を受けた国の当局が発給したそのための特別な免状を所持する航空機乗組員に限って使用すること

ができる。 

 

Ａ Ｂ 

１ 特別の承認 その国が設ける規制 

２ 特別の承認 国際電気通信連合憲章に規定する無線通信規則 

３ 免許状の発給 その国が設ける規制 

４ 免許状の発給 国際電気通信連合憲章に規定する無線通信規則 

 

 

 

Ａ－18 次の記述は、周波数等の変更について、電波法（第７１条）の規定に沿って述べたものである。    内に入れるべき字句の正

しい組合せを下の１から４までのうちから一つ選べ。なお、    内の同じ記号は、同じ字句とする。 

 

① 総務大臣は、電波の規整その他公益上必要があるときは、無線局の  Ａ  に支障を及ぼさない範囲内に限り、当該無線局（登

録局を除く。）の  Ｂ  の指定を変更し、又は登録局の  Ｂ  若しくは人工衛星局の  Ｃ  の変更を命ずることができる。 

② ①の規定により人工衛星局の  Ｃ  の変更の命令を受けた免許人は、その命令に係る措置を講じたときは、速やかに、その旨

を総務大臣に報告しなければならない。 

 

Ａ Ｂ Ｃ 

１ 運用 周波数若しくは空中線電力 通信の相手方又は通信事項 

２ 運用 電波の型式、周波数若しくは空中線電力 無線設備の設置場所 

３ 目的の遂行 周波数若しくは空中線電力 無線設備の設置場所 

４ 目的の遂行 電波の型式、周波数若しくは空中線電力 通信の相手方又は通信事項 

 

 

 

Ａ－19 次に掲げるもののうち、船舶局の免許人が電波法（第８０条）の規定により総務大臣に報告しなければならないのはどの場合か、

該当するものを１から４までのうちから一つ選べ。 

 

１ 電波法又は電波法に基づく命令の規定に違反して運用した無線局を認めたとき。 

２ 外国の主管庁から電波の規正について通知を受け、必要な措置をしたとき。 

３ 外国の寄港地において当該国の主管庁による検査を受けたとき。 

４ 電波法施行規則第３７条（目的外通信等）に規定する通信を行ったとき。 

 
 
 

（ＢＹ７０９－６） 



Ａ－20 次の記述は、時計、業務書類の備付け等について、電波法（第６０条）及び無線局運用規則（第３条）の規定に沿って述べたもの

である。    内に入れるべき字句の正しい組合せを下の１から４までのうちから一つ選べ。 

 

① 無線局には、 Ａ  その他総務省令で定める書類を備え付けておかなければならない。ただし、総務省令で定める無線局につ

いては、これらの  Ｂ  の備付けを省略することができる。 

② ①の時計は、その時刻を毎日  Ｃ  中央標準時又は協定世界時に照合しておかなければならない。 

 

Ａ Ｂ Ｃ 

１ 時計及び免許状 全部又は一部 正午及び午後８時の２回 

２ 時計及び免許状 一部 １回以上 

３ 正確な時計及び無線検査簿、無線業務日誌 全部又は一部 １回以上 

４ 正確な時計及び無線検査簿、無線業務日誌 一部 正午及び午後８時の２回 

 

 

 

Ｂ－１ 次の記述は、落成後の検査について、電波法（第１０条）の規定に沿って述べたものである。    内に入れるべき字句を下の

１から１０までのうちからそれぞれ一つ選べ。 

 

① 第８条（予備免許）の  ア  は、工事が落成したときは、その旨を総務大臣に届け出て、その無線設備、無線従事者の資格（第

３９条（無線設備の操作）第３項に規定する主任無線従事者の要件、第４８条の２（船舶局無線従事者証明）第１項の船舶局無線

従事者証明及び第５０条（遭難通信責任者の配置等）第１項に規定する遭難通信責任者の要件に係るものを含む。）及び  イ  並

びに時計及び書類（以下「無線設備等」という。）について検査を  ウ  。 

② ①の検査は、①の検査を受けようとする者が、当該検査を受けようとする無線設備等について第２４条の２（点検事業者の登録）

第１項又は第２４条の１３（外国点検事業者の登録等）第１項の登録を受けた者（「  エ  」のことをいう。）が総務省令で定め

るところにより行った当該登録に係る点検の結果を記載した書類を添えて①の届出をした場合においては、その  オ  を省略す

ることができる。 

 

１ 免許を申請した者 ２ 業務経歴 ３ 予備免許を受けた者 

４ 員数 ５ 登録点検事業者又は登録外国点検事業者 ６ 受けなければならない 

７ 全部 ８ 一部 ９ 登録工事事業者又は登録外国工事事業者 

１０ 受けることができる 

 

 

 

Ｂ－２ 次の記述は、航空機局の運用について、電波法（第７０条の２）の規定に沿って述べたものである。    内に入れるべき字句

を下の１から１０までのうちからそれぞれ一つ選べ。 

 

① 航空機局の運用は、その航空機の  ア  に限る。ただし、 イ  のみを運用するとき、遭難通信、緊急通信、安全通信、非

常通信、放送の受信、その他総務省令で定める通信を行うとき、その他総務省令で定める場合は、この限りでない。 

② 航空局（航空機局と通信を行うため  ウ  に開設する無線局をいう。以下同じ。）又は海岸局は、航空機局から自局の運用に

妨害を受けたときは、妨害している航空機局に対して、その妨害を除去するために  エ  ことができる。 

③ 航空機局は、航空局と通信を行う場合において、 オ  又は使用電波の型式若しくは周波数について、航空局から指示を受け

たときは、その指示に従わなければならない。 

 

１ 航行中及び航行の準備中 ２ 運用の停止を命ずる ３ 陸上 ４ 航行中 

５ 受信装置 ６ 無線電話の送信装置及び受信装置 ７ 通信の順序若しくは時刻 ８ 空港内 

９ 必要な措置をとることを求める １０ 通信方法 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（ＢＹ７０９－７） 



Ｂ－３ 次の記述は、遭難通報に関する無線局運用規則（第７７条）の規定に沿って述べたものである。    内に入れるべき字句を下

の１から１０までのうちからそれぞれ一つ選べ。 

 

① 遭難呼出しを行った無線局は、 ア  、遭難通報を送信しなければならない。 

② 遭難通報は、無線電話により次の事項を順次送信して行うものとする。 

(1) 「  イ  」又は「遭難」 

(2) 遭難した船舶又は航空機の  ウ  

(3) 遭難した船舶又は航空機の位置、 エ  及び状況並びに必要とする救助の種類その他救助のため必要な事項 

③ ②の（3）の位置は、原則として経度及び緯度をもって表すものとする。ただし、著名な地理上の地点からの真方位及び 

 オ  で示す距離によって表すことができる。 

 

１ 遭難の種類  ２ キロメートル ３ メーデー 

４ できる限り速やかにその遭難呼出しに続いて ５ パン パン ６ 遭難の時刻 

７ 所有者又は運行者 ８ 海里 ９ 名称又は識別 

１０ その遭難呼出しに対して応答があったときはできる限り速やかに 

 

 

 

Ｂ－４ 次の記述は、無線局の免許状について述べたものである。電波法（第１４条、第２１条及び第２４条）及び電波法施行規則 

（第３８条）の規定に照らし正しいものを１、誤っているものを２として解答せよ。 

 

ア 総務大臣は、無線局の予備免許を与えたときは、免許状を交付する。 

イ 免許状（放送をする無線局のものを除く。）には、免許の年月日及び免許の番号、免許人の氏名又は名称及び住所、無線局の種

別、無線局の目的、通信の相手方及び通信事項、無線設備の設置場所、免許の有効期間、識別信号、電波の型式及び周波数、空中

線電力並びに運用許容時間を記載しなければならない。 

ウ 免許人は、免許状に記載した事項に変更を生じたときは、その免許状を総務大臣に提出し、訂正を受けなければならない。 

エ 免許がその効力を失ったときは、免許人であった者は、３箇月以内にその免許状を返納しなければならない。 

オ 無線局に備え付けておかなければならない免許状は、主たる送信装置のある場所（船舶局にあっては通信室内、ラジオゾンデ又

はラジオ・ブイの無線局にあってはその常置場所とする。）の見やすい箇所（自動車に搭載して使用するパーソナル無線にあって

は、総務大臣が別に告示する箇所とする。）に掲げておかなければならない。ただし、掲示を困難とするものについては、その掲

示を要しない。 

 

 

 

Ｂ－５ 次の無線従事者の免許証に関する記述のうち、電波法施行規則（第３８条）及び無線従事者規則（第４９条及び第５１条）の規定

に照らし正しいものを１、誤っているものを２として解答せよ。 

 

ア 第２級総合無線通信士の資格を有する無線従事者が氏名に変更を生じたときは、申請書に免許証及び氏名の変更の事実を証する

書類を添えて総務大臣又は総合通信局長（沖縄総合通信事務所長を含む。）に提出し、免許証の訂正を受けなければならない。た

だし、免許証の再交付を受けることを妨げない。 

イ 無線従事者は、国籍を変更したとき又は本籍の都道府県名に変更があったときは、申請書に免許証及び国籍又は本籍の都道府県

名の変更の事実を証する書類を添えて総務大臣又は総合通信局長（沖縄総合通信事務所長を含む。）に提出し、免許証の訂正を受

けなければならない。 

ウ 無線従事者は、免許証の再交付を受けた後失った免許証を発見したときは、発見した日から１０日以内にその免許証を総務大臣

又は総合通信局長（沖縄総合通信事務所長を含む。）に返納しなければならない。 

エ 無線従事者は、その業務に従事しているときは、免許証を携帯していなければならない。 

オ 無線従事者は、免許の取消しの処分を受けたときは、その処分を受けた日から１箇月以内にその免許証を総務大臣又は総合通信

局長（沖縄総合通信事務所長を含む。）に返納しなければならない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（ＢＹ７０９－８） 


